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②中学校特別支援学級担当教諭

※ 公立中学校で特別支援学級を担当する教諭のうち、特別支援学校教諭の免許状を有する者の割合である。
「特別支援学級を担当する教諭」とは、給料の調整額を受けている特別支援学級専任の教諭をいう。

特別支援学級担当教員の特別支援学校教諭免許状の所有状況（平成２６年度）

（教職員課調べ）
学校基本調査
より引用 101

＜教育実習について＞

平成２２年度 「教員の資質向上方策の見直し及び教員免許更新制の効果検証に係る調査集計結果」より

23.3

42.2

25.4

20.0

31.5

24.5

46.7

45.2

5.1

24.3

54.8

29.4

24.0

36.7

27.2

54.4

42.6

5.0

26.0

55.1

35.6

23.9

38.4

58.6

53.1

36.8

3.4

24.6

45.4

35.7

37.7

27.5

41.1

43.0

37.2

11.6

17.8

46.2

18.2

22.7

33.0

12.0

0 10 20 30 40 50 60 70

実習内容が不十分

実習期間が短い

実習校の指導体制が不十分

大学と実習校や教育委員会との連携が不十分

大学の指導体制が不十分

実習生受入校における実習生の指導・評価方針に国と
しての明確な基準がない

実習生受入校の負担が大きい

教員を志望していないにもかかわらず実習しようとする

学生が多い

その他

・
・

・
・

・
・

・
・

・

教員(N=4846) 学校長(N=2615) 教育委員会(N=497) 大学(N=207) 学生(N=793)

(%)

教育実習については、「実習期間が短い」「実習受入れ校の負担が大きい」「教員を志望していないにもかかわ
らず実習しようとする学生が多い」を課題として挙げる割合が全般的に高い。

教育実習の課題
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20.7%

22.1%

8.3%

13.7%

24.5%

42.0%

23.6%

38.6%

8.6%

14.4%

24.2%

30.7%

37.8%

60.8%

7.0%

8.7%

21.5%

56.3%

40.5%

39.8%

8.8%

7.9%

16.2%

30.3%

36.3%

64.0%

7.0%

9.4%

23.3%

51.9%

26.0%

51.4%

4.6%

7.5%

21.6%

49.2%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

教育実習の期間が短い

担当する大学教員の学校現場の経験が不十分

養成課程の期間（原則4年）が短い

内容・カリキュラムの単位数が不十分

最新の知識・技能を身につける内容になっていない

内容・カリキュラムが学校現場に即していない

教員（N=14,225） 学校長（N=6,487） 保護者（N=6,277）
教育委員会（N=1,151） 大学（N=661） 学生（N=2,381）

〈現在の学部段階の教職課程の課題〉

平成２２年度 「教員の資質能力向上方策の見直し及び教員免許更新制の効果検証に係る調査集計結果」より

※

※

※

※ 大学には、法定されている教職課程の科目の内容・カリキュラムについて照会

教員養成の課題について
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14.1%

18.0%

28.6%

66.4%

31.8%

29.3%

15.4%

17.4%

51.7%

16.3%

22.2%

9.4%

15.3%

55.8%

16.2%

19.4%

11.7%

20.7%

46.3%

21.8%

25.0%

9.7%

18.1%

51.7%

17.1%

28.9%

6.1%

11.8%

46.1%

11.1%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

特にない

保護者からの信頼を得られる

学生が教員になることに自信がつく

教科や生徒指導などの専門性が高まる

実践的な指導力が身につく

教員（N=14,225） 学校長（N=6,487） 保護者（N=6,277） 教育委員会（N=1,151） 大学（N=661） 学生（N=2,381）

〈教職課程を修士まで引き上げた場合に期待できる効果〉

平成２２年度 「教員の資質能力向上方策の見直し及び教員免許更新制の効果検証に係る調査集計結果」より

教職課程の引き上げについて①
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41.7%

32.0%

20.2%

64.3%

14.0%

85.4%

56.0%

50.8%

35.4%

65.1%

40.7%

89.0%

37.3%

44.2%

21.5%

42.8%

33.1%

77.2%

29.0%

23.9%

14.1%

34.5%

16.6%

59.5%

33.5%

42.6%

18.5%

44.9%

32.6%

72.8%

29.3%

34.5%

14.9%

45.2%

23.3%

69.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

大学・大学院のカリキュラムを見直す必要がある

学校現場の負担とならない教育実習とする必要がある

大学・大学院で指導する教員の確保が難しい

教員

優秀な教員を確保することが難しくなる

学生の経済的な負担が大きくなる

教員（N=14,225） 学校長（N=6,487） 保護者（N=6,277） 教育委員会（N=1,151） 大学（N=661） 学生（N=2,381）

〈教職課程を修士まで引き上げた場合の問題点・課題〉

平成２２年度 「教員の資質能力向上方策の見直し及び教員免許更新制の効果検証に係る調査集計結果」より

教員として就職できない学生や、途中で教職に
向かないと判断した学生の就職先が問題

教職課程の引き上げについて②
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〈教職課程の認定制度の是非〉

平成２２年度 「教員の資質能力向上方策の見直し及び教員免許更新制の効果検証に係る調査集計結果」より

51.7% 23.7% 19.3%
3.5%

1.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

現状の制度のままでよい 認定の基準を厳しくすべき 認定の基準を緩和すべき

制度自体が不要 分からない

教育委員会
（N=1,444）

２割以上の教育委員会が教職課程の「認定基準を厳しくすべき」と回答。

52.5%

38.6%

5.0%

16.0% 43.1% 2.3%

33.9% 8.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

実施すべきである 実施すべきでない どちらともいえない わからない

教育委員会
（N=1,138）

教職課程を有する大学
（N=655）

〈教職課程の運営に関する事後評価・確認の是非〉

事後評価・確認を「実施すべきではない」とする意見に比べ、「実施すべきである」とする意見の方が多い。

教職課程認定の厳格化・事後評価の実施について
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・ 普通免許状の種類を専修免許状、一種免許状、二種免許状の３種類に
・ 二種免許状のみ有する教員に一種免許状取得の努力義務を課す
・ 免許状授与に必要な専門教育科目の単位数の引き上げ

（例：小学校一種免許状１１単位増）
・ 社会人の学校教育への活用

（特別免許状、特別非常勤講師制度の創設）

○ 昭和６３年

・ 小・中学校の普通免許状取得希望者に介護等体験の義務付け（７日間）
○ 平成９年

○ 平成１０年
・ 教員養成カリキュラムの柔軟な編成を可能とする方式の導入

（「教科又は教職に関する科目」の新設）
・ 教職に関する科目の充実

（例：中学校一種免許状 １９単位→３１単位）
・ 社会人活用の促進

（特別免許状の対象教科の拡大、有効期限の延長等）

○：免許制度に係るもの ※：大学等の設置に係るもの

近年の教員養成・免許制度の主な改革

○ 平成１２年
・ 現職教員が専修免許状を取得する際に必要な単位数につい

て、在職年数に応じた低減措置を廃止
（６単位まで低減→１５単位の修得が必要）

・ 高等学校の免許教科の新設（情報、福祉等）
・ 特別免許状保有者が普通免許状を取得できる制度の創設

107

・ 他校種免許状による専科担任制度の拡充
・ 隣接校種免許状の取得の促進
・ 特別免許状制度の改善（学士要件、有効期限の撤廃）
・ 免許状の失効等に係る措置の強化

（懲戒免職処分を受けた者は免許状失効等）

○ 平成１４年

・ 栄養教諭免許状の創設

○ 平成１６年

・ 特別支援学校教諭免許状の創設
○ 平成１８年

・ 教員免許更新制の創設

○ 平成１９年

・ 教職実践演習の新設、教職課程への是正勧告・認定取消しの制度化

○ 平成２０年

※ 平成１９年
・ 教職大学院制度の創設

※ 平成１７年

・ 教員分野に係る大学の設置等に関す
る抑制方針を撤廃

○ 平成２６年
・ 教職課程を有する大学による教員養成に関する情報の公表義務付け
・ 免許状更新講習に「選択必修領域」導入
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全国の都道府県・指定都市教育委員会（６７教育委員会）のうち、２４教育委員会で
教師志望者を対象とする「教師塾」が実施されている。
このうち、１０教育委員会で、教員採用試験において、教師塾の修了者を対象として
一部試験の免除を行うなどの特別な選考を実施している。

埼玉県、東京都、神奈川県、京都府、大阪府、岡山県

横浜市、静岡市、名古屋市、大阪市 ６都府県４指定都市

「教師塾」を行っている教育委員会

※栃木県は、教師を目指す学生・社会人のほかに、教職経験５年以内の教諭も含めた講座である。

１．教員採用試験において、「教師塾」の修了者を対象として一部試験の免除などの特別な選考を実施

北海道、栃木県、茨城県、石川県、滋賀県、奈良県、山口県、

福岡県、宮崎県、川崎市、相模原市、浜松市、京都市、堺市

９道県５指定都市

２．教員採用試験において、「教師塾」の修了者を対象とした特別な選考は実施していない

「教師塾」の実施状況

（平成２５年８月 初等中等教育局教職員課調べ） 109

全国の都道府県・指定都市教育委員会（６７教育委員会）のうち、１０教育委員会で、教員採用試験に
おいて、教師塾の修了者を対象として一部試験の免除を行うなどの特別な選考を実施している。

（平成２５年８月 初等中等教育局教職員課調べ）

教員採用選考において、一部試験の免除等の対象とされている「教師塾」の実施状況

110
63



大学学部４年生

5~6月
応募

7月
一次
試験

8月
二次
試験

10月
合格
発表

採用
内定

3月
卒業

4月
採用

◆公立学校の教員は、地方公務員であるため、
採用選考は、都道府県教育委員会、指定都市教育委員会が実施

◆採用選考試験の例
＜一次選考＞
（筆記試験）

○一般教養や教職教養に関する試験
・人文・社会・自然科学に関する一般的な教養について
・教育関係法規、教育原理、教育心理など教員として必要な教養及び知識について

○教科専門に関する試験
・指導内容や指導方法など教科の専門的知識及び能力について

（面接試験）
○個人面接、集団面接、集団討論 など

＜二次選考＞
（筆記試験） （面接試験）

○小論文 ○個人面接、集団面接、集団討論、模擬授業 など

（実技試験） （その他）
○体育、音楽、美術、英会話 など ○適性検査

条件附採用期間

4月

正式
採用

２年目～

（初任者研修を実施）

公立学校教員採用選考試験について
採用選考スケジュール例
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公立学校教員採用者の学歴別内訳（平成26年度）

4,812人

34.9%

7,726人

56.1%

371人

2.7% 874人

6.3%

国立教員養成大学・学部 一般大学 短期大学等 大学院

712人

13.9%

3,237人

63.1%

17人

0.3%

1,161人

22.6%

計：5,127人

高等学校

8,573人

27.4%

18,580人

59.4%

751人

2.4% 3,355人

10.7%

計：31,259人

合計

1,994人

23.9%

5,250人

62.8%

99人

1.2% 1,015人

12.1%

計：8,358人

中学校

計：13,783人

出典：文部科学省初等中等教育局教職員課「公立学校教員採用選考試験の実施状況について」

※小・中・高等学校のほか、特別支援学校、
養護教諭、栄養教諭を含む。

小学校
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平成17年 平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年

受験者数（A） 51,973 51,763 53,398 53,061 51,804 54,418 57,817 59,230 58,703 57,178

採用者数（B） 11,522 12,430 11,588 12,372 12,437 12,284 12,883 13,598 13,626 13,783

採用倍率（A÷B） 4.5 4.2 4.6 4.3 4.2 4.4 4.5 4.4 4.3 4.1

受験者数（A） 59,845 59,879 60,527 58,647 56,568 59,060 63,125 62,793 62,998 62,006

採用者数（B） 5,100 5,118 6,170 6,470 6,717 6,807 8,068 8,156 8,383 8,358

採用倍率（A÷B） 11.7 11.7 9.8 9.1 8.4 8.7 7.8 7.7 7.5 7.4

受験者数（A） 38,581 35,593 36,445 33,895 33,371 34,748 37,629 37,935 37,812 37,108

採用者数（B） 2,754 2,674 2,563 3,139 3,567 4,287 4,904 5,189 4,912 5,127

採用倍率（A÷B） 14.0 13.3 14.2 10.8 9.4 8.1 7.7 7.3 7.7 7.2

受験者数（A） 5,908 6,012 6,215 6,827 7,322 8,092 8,939 9,198 10,172 10,388

採用者数（B） 1,486 1,480 1,413 1,939 2,104 2,365 2,533 2,672 2,863 2,654

採用倍率（A÷B） 4.0 4.1 4.4 3.5 3.5 3.4 3.5 3.4 3.6 3.9

受験者数（A） 8,086 8,196 8,362 8,611 8,989 9,228 9,552 9,715 9,827 9,578

採用者数（B） 744 835 840 886 973 982 1,095 1,184 1,171 1,174

採用倍率（A÷B） 10.9 9.8 10.0 9.7 9.2 9.4 8.7 8.2 8.4 8.2

受験者数（A） - - 304 259 820 1,201 1,318 1,367 1,390 1,562

採用者数（B） - - 73 44 99 161 150 131 152 163

採用倍率（A÷B） - - 4.2 5.9 8.3 7.5 8.8 10.4 9.1 9.6

受験者数（A） 164,393 161,443 165,251 161,300 158,874 166,747 178,380 180,238 180,902 177,820

採用者数（B） 21,606 22,537 22,647 24,850 25,897 26,886 29,633 30,930 31,107 31,259

採用倍率（A÷B） 7.6 7.2 7.3 6.5 6.1 6.2 6.0 5.8 5.8 5.7

養護教諭

栄養教諭

合計

小学校

中学校

高等学校

特別支援学校

公立学校教員採用選考試験における受験者数及び採用者数の推移

出典：文部科学省初等中等教育局教職員課「公立学校教員採用選考試験の実施状況について」 113

41.6%

27.4%

42.9%

59.4%

12.4%

2.4%
3.1%

10.7%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

40%

45%

50%

55%

60%

65%

一般大学卒

大学院修了短期大学等卒

国立教員養成
大学・学部卒

公立学校教員採用選考試験における学歴別採用者の状況

公立の小学校、中学校、高等学校、特別支援学校の教諭、養護教諭及び栄養教諭の学歴別採用者の割合

出典：文部科学省初等中等教育局教職員課「公立学校教員採用選考試験の実施状況について」

（注）「短期大学等卒」には、短期大学のほか、指定教員養成機関、高等学校出身者を含む。
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5.2%
10.2%

2.9%2.6%2.5%2.3%
10.2%9.4%

23.1%20.1%
27.0%

12.2% 14.1%
19.3%

11.9% 12.0%

3.5% 2.0% 4.7% 4.9%

0%

10%

20%

30%

10月以前 11月 12月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月以降 無回答

３年前 今年度

卒業・修了年度→

※3年前の「12月」は「12月以前」で集計

37.2%

15.3%14.1%

28.7%

2.8%0.8%0.6%
7.5%

30.1%

0.6%1.0%
6.9%

20.2%
24.8%

8.4%1.0%

0%
10%
20%
30%
40%

１月以前 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月以降 無回答

３年前 今年度

卒業・修了年度→

○ 就職活動の開始時期（３年前との比較）

○ 内々定の集中している時期（３年前との比較）

平成２３年度学生の就職・採用活動に関する調査（文部科学省調べ）

（注）石川県及び堺市は、一次試験・二次試験の区分をしていないため、「二次試験」の数に含まれていない。

←卒業・修了前年度

←卒業・修了前年度

教員採用選考試験の実施時期

一次試験 二次試験
三次
試験

最終合格発表 採用内定時期

6月 7月 8月 9月 9月 8月 9月 10月 8月 9月 10月 11月以降

2 66 57 9 2 1 19 48 1 6 54 7

出典：文部科学省初等中等教育局教職員課「平成27年度 教員採用等の改善に係る取組事例」（平成27年1月）

教員採用選考の時期について

採用選考試験実施県市数
47都道府県・20指定都市・豊能地区 計68県市（単位：県市）
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採用選考試験実施県市数
47都道府県・20指定都市・豊能地区 計68県市

実技試験の実施状況

面接の実施状況

作文・小論文、模擬授業等の実施状況

出典：文部科学省初等中等教育局教職員課「平成27年度 教員採用等の改善に係る取組事例」（平成27年1月）

水泳
水泳以外
の体育

音楽 図画工作
外国語
活動

小学校 44 48 46 6 20

理科 保健体育 音楽 美術 英語 家庭

中学校 15 68 68 65 68 49
高等学校 8 53 42 35 56 35

（単位：県市）

実施状況 実施方法 面接担当者への民間人起用

一次試験 二次試験
一次・二次

両方
個人面接 集団面接

個人・集団
両方

民間企業
関係者

臨床心理士・
スクールカウンセラー

その他

43 65 41 68 54 54 49 26 40

（単位：県市）

（単位：県市）

作文・小論文 模擬授業 場面指導 指導案作成 適性検査

47 54 40 17 45

（単位：県市）

公立学校教員採用選考試験の実施方法等について
（平成27年度教員採用選考試験）

116
66



○教職経験者に対する受験年齢制限の緩和
正規教員経験者 ……… 28県市

常勤講師経験者 ……… 20県市

非常勤講師経験者 ……… 13県市

○その他の要件（民間企業経験や資格を有する者）
による受験年齢制限の緩和

民間企業経験者 ……… 15県市

国際貢献活動経験者 ………  2県市

その他 ……… 17県市

受験年齢制限

特定の資格や経歴等をもつことによる一部試験免除・特別選考

受験可能年齢の上限 県市数

制限なし 21

51歳以上から58歳以下 1

41歳以上から50歳以下 23

36歳以上から40歳以下 23

30歳以上から35歳以下 0

採用選考試験実施県市数
47都道府県・20指定都市・豊能地区 計68県市

基本的年齢制限 基本的年齢制限の緩和

英語の資格
スポーツ・芸術での

技能や実績
国際貢献
活動経験

社会人経験 教職経験

36 39 26 49 67

（単位：県市）

出典：文部科学省初等中等教育局教職員課「平成27年度 教員採用等の改善に係る取組事例」（平成27年1月）

教員採用における多様な人材を活用するための取組等について
（平成27年度教員採用選考試験）

※ 特別免許状を活用した選考 …… 37県市

117

対象となる校種等 中学校、高等学校、特別支援学校（中学部、高等部）

の英語

中学校・高等学校の保健体育

特別免許状の活用 なし なし

資格要件 ・実用英語技能検定1級の合格者

・TOEFL PBT580点（iBTの場合、92点）以上取得者

・TOEIC 860点以上取得者

国際レベルの大会（オリンピック大会、アジア大会等）
に日本代表として出場した者、又は日本選手権大会あ
るいはこれに準ずる大会において優秀な成績を収め
た者

免除される試験科目 第1次検査：英語専門検査（1）

第2次検査：英語実技検査

第1次試験の全て（教職・一般教養、専門教科、体育
実技）

採用者数 43名（平成25年度） 13名（平成26年度） 2名（平成25年度） 4名（平成26年度）

特定の資格や経歴等をもつことによる一部試験免除の例

特定の資格や経歴等をもつことによる特別選考の例

名称 社会人を対象とした特別選考 国際貢献活動経験者特別選考

対象となる校種等 全ての校種・教科 全ての校種・教科

特別免許状の活用 あり なし

資格要件 平成26年3月末現在、民間企業等で通算して5年以上

勤務し、その勤務経験により、出願する教科等に関す
る専門的な知識又は技能を有する者。また、高等学校
教諭の農業、工業、商業又は看護に出願を希望する
者のうち、特別免許状の取得条件を満たす者

独立行政法人国際協力機構の規定に基づく青年海外
協力隊員又は日系社会青年ボランティアとして、出願
時までに24か月以上の国際貢献活動経験を有する者

選考方法・試験内容 第1次審査の筆記審査（教養）を免除。

ほかは一般選考と同じ。

第1次試験は筆答試験（一般教養・教職科目）に代え
て面接試験を実施。

採用者数 3名（平成25年度） 4名（平成26年度） 2名（平成25年度） 7名（平成26年度）

出典：文部科学省初等中等教育局教職員課「平成27年度 教員採用等の改善に係る取組事例」（平成27年1月） 118
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●各地域で学校教育において中心的な役割を担う校長・教頭等の教職員に対する学校管理研修

1年目 5年目 10年目 15年目 20年目 25年目 30年目

中堅教員研修
副校長・教頭等研修

海外派遣研修（２ヶ月）

●喫緊の重要課題について、地方公共団体が行う研修等の講師や企画・立案等を担う指導者を養成するための研修

・学校組織マネジメントや国語力向上に向けた教育の推進のための指導者育成研修等

・教育課題研修指導者の海外派遣プログラム（２週間）

●法定研修（原則として全教員が対象のもの）

●教職経験に応じた研修

●指導が不適切な教員に対する研修

初任者研修 １０年経験者研修

５年経験者研修 ２０年経験者研修

指導改善研修

●職能に応じた研修
生徒指導主事研修など

新任教務主任研修

教頭・校長研修

●専門的な知識・技能に関する研修

教科指導、生徒指導等に関する専門的研修

●長期派遣研修

大学院・民間企業等への長期派遣研修

都
道
府
県
教
委
等
が
実
施
す
る
研
修

国
レ
ベ
ル
の
研
修

校長マネジメント研修

教員研修の実施体系
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１．目 的：新任教員の実践的指導力と使命感を養うとともに、幅広い知見を得させる。
２．対 象 者：公立の小学校等の教諭等のうち、新規に採用された者
３．実 施 者：各都道府県、指定都市、中核市教育委員会
４．根 拠 法：教育公務員特例法第２３条（昭和６３年制度創設、平成元年度から実施）
５．研修内容：任命権者が定める。

（教員の経験に応じて実施する体系的な研修の一環をなすものとして樹立）

Ⅰ．校内研修
時間数：週１０時間、年間３００時間以上
講 師：拠点校指導教員、校内指導教員

【実施上の留意点】

・個々の初任者の経験や力量、個々の学校の
抱える課題に重点を置く

・授業の準備から実際の展開に至るまでの授業
実践の基礎（指導案の書き方、板書の仕方、発
問の取り方等）について、きめ細かく初任者を指
導

＜文部科学省が教育委員会に示した内容例＞

Ⅱ．校外研修
日 数：年間２５日間以上
研修場所と研修内容
①教育センター等における教科等に関する専門的な指導
②企業・福祉施設等での体験研修
③社会奉仕体験活動研修及び自然体験活動研修
④宿泊研修 （４泊５日程度）
【実施上の留意点】
・校内研修との有機的な連携を保つ

・初任者が自己の問題意識に応じて講師や研修内容を選択で
きるようにする
・参加型・体験型研修、課題研究・討論など課題解決的な研修
を多く取り入れる

・異なる規模の学校や他校種での研修等、他の学校での経験
を得る機会を確保する

初任者研修の概要
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68



１．調査時期 ： 平成２７年８月

２．調査対象 ： １１２都道府県・市・地区（４７都道府県、２０政令指定都市、４２中核市、
１複数の自治体による広域連携地区、２市町村立学校を設置する教育委員会）

３．調査結果（概要）

①対象者数 ：２８，５１２人

小学校 中学校 高等学校 特別支援学校 中等教育学校 合計

対象者数 １３，１８３ ７，８９４ ４，６８３ ２，７４５ ７ ２８，５１２人

校内研修 校外研修

８．２時間 ２０．１日

小学校 中学校 高等学校 特別支援学校

年間平均日数 ３．２ ３．２ ３．６ ３．３

③校外研修における宿泊研修実施日数

②校内研修の平均時間数（１週あたり）及び校外研修の平均日数（年間）

初任者研修の実施状況について（平成２６年度）
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④校内研修の研修内容別実施県市数・割合（複数回答）

校内研修
小学校

（１１０教委中）

中学校

（１０９教委中）

高等学校

（６８教委中）

特別支援学校

（６７教委中）

教科指導 １０８（98.2%） １０７（98.2%） ６４（94.1%） ６３（94.0%）

生徒指導・教育相談 １０６（96.4%） １０６（97.2%） ６４（94.1%） ６３（94.0%）

特別支援教育 １０６（96.4%） １０４（95.4%） ６３（92.6%） ６４（95.5%）

道徳教育 １０５（95.5%） １０４（95.4%） ３６（52.9%） ４０（59.7%）

公務員倫理・服務（ｾｸﾊﾗ含む） １０４（94.5%） １０３（94.5%） ６４（94.1%） ６３（94.0%）

いじめ防止 １０１（91.8%） １００（91.7%） ５９（86.8%） ５２（77.6%）

学級経営（ﾎｰﾑﾙｰﾑ経営） １０２（92.7%） ９８（89.9%） ６０（88.2%） ５５（82.1%）

対人関係（ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ能力） ９８（89.1%） ９６（88.1%） ６０（88.2%） ５９（88.1%）

教育の情報化 ９５（86.4%） ９３（85.3%） ６０（88.2%） ５８（86.6%）

不登校対応 ９５（86.4%） ９３（85.3%） ５６（82.4%） ４８（71.6%）

体罰に頼らない指導 ９３（84.5%） ９４（86.2%） ５５（80.9%） ５４（80.6%）

保護者との関係づくり ９３（84.5%） ９２（84.4%） ５４（79.4%） ５５（82.1%）

（教職員課調べ）
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⑤校外研修の研修内容別実施県市数・割合（複数回答）

校外研修
小学校

（１１０教委中）

中学校

（１０９教委中）

高等学校

（６８教委中）

特別支援学校

（６７教委中）

教科指導 １１０（100.0%） １０９（100.0%） ６４（94.1%） ６６（98.5%）

道徳教育 １１０（100.0%） １０９（100.0%） ４４（64.7%） ５８（86.6%）

特別活動 １１０（100.0%） １０８（99.1%） ６１（89.7%） ６２（92.5%）

生徒指導・教育相談 １０９（99.1%） １０８（99.1%） ６３（92.6%） ６４（95.5%）

特別支援教育 １０８（98.2%） １０７（98.2%） ５４（79.4%） ６４（95.5%）

保護者との関係づくり １０８（98.2%） １０７（98.2%） ６０（88.2%） ６４（95.5%）

学級経営（ﾎｰﾑﾙｰﾑ経営） １０８（98.2%） １０７（98.2%） ６３（92.6%） ６３（94.0%）

安全指導 １０８（98.2%） １０７（98.2%） ５９（86.8%） ６１（91.0%）

総合的な学習の時間 １０７（97.3%） １０７（98.2%） ５７（83.8%） ５４（80.6%）

公務員倫理・服務（ｾｸﾊﾗ含む） １０６（96.4%） １０６（97.2%） ６０（88.2%） ６２（92.5%）

不登校対応 １０５（95.5%） １０５（96.3%） ５９（86.8%） ５３（79.1%）

いじめ防止 １０５（95.5%） １０４（95.4%） ６１（89.7%） ５９（88.1%）

体罰に頼らない指導 １０５（95.5%） １０４（95.4%） ５８（85.3%） ５９（88.1%）

教育の情報化 １０５（95.5%） １０４（95.4%） ６０（88.2%） ６２（92.5%）

連携先 大学・大学院 民間組織等

実施県市数（実施率） ７６（６７．９％） ７０（６２．５％）

⑥大学・大学院、民間組織等との連携

（教職員課調べ）
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１６年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

小学校 10,170 11,607 11,841 12,044 12,783 13,072 13,183

中学校 4,457 6,270 6,603 7,421 7,603 7,904 7,894

高等学校 2,932 3,323 3,965 4,419 4,740 4,647 4,683

特別支援学校 1,479 2,050 2,307 2,611 2,746 2,720 2,745

中等教育学校 1 9 5 11 15 18 7

合計 19,039 23,259 24,721 26,506 27,887 28,361 28,512

採用者数 19,565 24,825 25,743 28,388 29,615 29,784 29,922

（教職員課調べ）

（単位：人）

（参考）

※初任者研修対象者の数・・・当該年度に採用された公立の小学校、中学校、高等学校、特別支援学校及び中等教育学校の教諭、
助教諭、講師（常勤）の数

採用者数・・・当該年度に公立の小学校、中学校、高等学校、特別支援学校及び中等教育学校で新たに採用された教員の数
（養護教諭、栄養教諭を除く。）

（注）国公私立学校の正規教員等として、引き続き１年以上勤務経験がある者で、初任者研修を実施する必要がないと任命権者が認める
場合には、初任者研修を免除することができる。

初任者研修対象者数の推移
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初任者研修の形態 小学校 中学校 計

都 道 府 県
拠点校方式 ６，３２５人 ３，７２６人 １０，０５１人

自校方式 ２，２８４人 １，５６３人 ３，８４７人

指 定 都 市
拠点校方式 ２，１２３人 １，２６４人 ３，３８７人

自校方式 ６２２人 ３１３人 ９３５人

中 核 市
拠点校方式 １，５２３人 ８５５人 ２，３７８人

自校方式 ２０５人 １３０人 ３３５人

複 数 の 自 治 体 に

よる広域連携地区

拠点校方式 ９２人 ３８人 １３０人

自校方式 ９人 ５人 １４人

総 計

拠点校方式 １０，０６３人 ５，８８３人 １５，９４６人

自校方式 ３，１２０人 ２，０１１人 ５，１３１人

計 １３，１８３人 ７，８９４人 ２１，０７７人

学 級 担 任 の

状 況

学級担任 １２，７９５人 ５，０２１人 １７，８１６人

学級担任でない ３８８人 ２，８７３人 ３，２６１人

（教職員課調べ）

初任者研修対象者数及び学級担任の状況（平成２６年度）
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①小学校

区分 １人配置校 ２人配置校 ３人配置校 ４人以上配置校 計

１～６学級
２９５校

（３．１％）

１６校

（０．２％）

６校

（０．１％）

３校

（０．０％）

３２０校

（３．４％）

７～１２学級
１，７０９校

（１８．２％）

１４０校

（１．５％）

２校

（０．０％）
－

１，８５１校

（１９．７％）

１３～１８学級
２，３９７校

（２５．５％）

８６０校

（９．１％）

５２校

（０．６％）

３校

（０．０％）

３，３１２校

（３５．２％）

１９～２４学級
１，２７８校

（１３．６％）

１０７２校

（１１．４％）

１２９校

（１．４％）

３６校

（０．４％）

２，５１５校

（２６．７％）

２５学級以上
４６２校

（４．９％）

７５９校

（８．１％）

１２２校

（１．３％）

６１校

（０．６％）

１，４０４校

（１４．９％）

計
６，１４１校

（６５．３％）

２，８４７校

（３０．３％）

３１１校

（３．３％）

１０３校

（１．１％）

９，４０２校

（１００％）

※（ ）内は、初任者が配置されている学校（９，４０２校）に対する割合

（教職員課調べ）

学級規模別初任者配置人数別学校数（平成２６年度）
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区分 １人配置校 ２人配置校 ３人配置校 ４人以上配置校 計

１～６学級
３７６校

（７．３％）

３０校

（０．６％）

５校

（０．１％）

３校

（０．１％）

４１４校

（８．０％）

７～１２学級
１１３６校

（２２．０％）

３４６校

（６．７％）

２１校

（０．４％）

４校

（０．１％）

１，５０９校

（２９．２％）

１３～１８学級
１０４９校

（２０．３％）

６５５校

（１２．７％）

１２５校

（２．４％）

４１校

（０．８％）

１，８７０校

（３６．１％）

１９～２４学級
４１２校

（８．０％）

４５８校

（８．９％）

１２０校

（２．３％）

４４校

（０．９％）

１，０３４校

（２０．０％）

２５学級以上
８５校

（１．６％）

１５９校

（３．１％）

６６校

（１．３％）

３７校

（０．７％）

３４７校

（６．７％）

計
３，０６０校

（５９．１％）

１，６４８校

（３１．９％）

３３７校

（６．５％）

１２９校

（２．５％）

５，１７４校

（１００％）

※（ ）内は、初任者が配置されている学校（５，１７４校）に対する割合

（教職員課調べ）

②中学校

学級規模別初任者配置人数別学校数（平成２６年度）
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１．目 的：個々の能力、適性等に応じて教諭等としての資質の向上を図る。
２．対 象 者：公立の小学校等の教諭等のうち、在職期間が１０年に達した者
３．実 施 者：各都道府県、指定都市、中核市教育委員会
４．根 拠 法：教育公務員特例法第２４条（平成１４年制度創設、平成１５年度から実施）
５．研修内容：任命権者が定める。

（教員の経験に応じて実施する体系的な研修の一環をなすものとして樹立）

＜文部科学省が教育委員会に示した内容例＞

Ⅲ．研修実施後の評価
研修終了後も、引き続き教諭等の資質の向上を図っていくため、
研修終了時に、再度、評価を行い、その結果を、当該教諭等に対
する今後の指導や研修に活用していくことが望ましい。

Ⅰ．評価・研修計画書の作成
①能力、適性等の評価
・都道府県教育委員会は、評価基準を作成し、各学校に配布
・校長は、評価基準に基づき、受講者の能力、適性等について評価を行い、評価の案を市町村教育委員会に提出
・市町村教育委員会は、調整等を行った後、最終的に評価を決定
②研修計画書の作成
・校長は、評価を踏まえ、研修計画書の案を作成
・市町村教育委員会は、評価の結果に基づき、受講者ごとに受講すべき講座等を記載した研修計画書を作成

Ⅱ．研修の実施
①長期休業期間中の研修

日 数：20日間程度※／場 所：教育センター等
講 師：ベテラン教員、指導主事等
規 模：少人数形式
方 法：模擬授業、教材研究、ケーススタディー等

②課業期間中の研修
日 数：20日間程度／場 所：主として学校内
助 言：校長、教頭、教務主任等
方 法：研究授業、教材研究等

「教育職員免許法施行規則の一部を改正する省令及び教員免許更新制の実施について」
（２０文科初第９１３号）（抄）

第４ その他
１．十年経験者研修をはじめとする現職研修と免許状更新講習の整合性の確保

○ この場合、十年経験者研修制度の実施に当たって発出した「教育公務員特例法の一部を改正する法律等

の公布について（通知）」（１４文科初第５７５号）において教育センター等において実施する校外研修の期間を２０日
間程度（幼稚園については１０日間程度）を想定するとしているが、例えば、当該校外研修の期間を現行の日数から
５日間程度短縮することも考えられること。

十年経験者研修の概要
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１．調査時期 ： 平成２７年８月
２．調査対象 ： １１２都道府県・市（４７都道府県、２０政令指定都市、４１中核市

１複数の自治体による広域連携地区、２市町村立学校を設置する教育委員会）

３．調査結果（概要）
①対象者数 ：１７，４９３人

幼稚園 小学校 中学校 高等学校 特別支援学校 中等教育学校 合計

対象者数 ５３７ ８，３９９ ４，１１２ ３，１０１ １，３１０ ３４ １７，４９３

校内研修 校外研修

１７．５日 １１．８日

調査内容 実施数 （実施率）

研修計画
の作成に
携わる者

教育委員会 ４５県市 （４０．１％）

校長 １０６県市 （９４．６％）

副校長・教頭を活用 ７１県市 （６３．４％）

教務主任等を活用 ４５県市 （４０．２％）

その他（主幹教諭・研修主任・学年主任 等） ７２県市 （６４．３％）

事後評価
研修教員に対する評価を実施 １１１県市 （９９．１％）

研修教員に対するアンケート調査を実施 １００県市 （８９．３％）

③研修計画、事後評価の充実（複数回答）

②研修の年間平均日数（幼稚園を除く）

十年経験者研修の実施状況について（平成２６年度）
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④多様な内容の研修の実施

大学・

大学院

と連携

連携している分野（複数回答）

研修教員

の評価

研修プログ

ラムの作成

研修内容の

企画・立案

講師派遣・研修教
材等の作成

講座等を利用した
専門的研修の活用

大学と教育委員会
の協議会を設置

そ
の
他

都道府県（４７） ３９ ０ ２ ４ ３７ １４ ４ ５

指定都市（２０） １３ ０ ０ １ ８ ５ ２ ２

中核市（４２） ２８ ０ ０ ３ ２５ ６ ０ ０

複数の自治体による
広域連携地区(１)

０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

市町村立高等学校を設
置する教育委員会(２)

１ ０ ０ ０ １ ０ ０ １

合計（１１２） ８１ ０ ２ ８ ７１ ２５ ６ ７

【大学・大学院との連携】

民間組
織等と
連携

連携している分野（複数回答）

研修教員
の評価

研修プログ

ラムの作成

研修内容の

企画・立案

講師派遣・研修

教材等の作成

民間組織等が開設
する研修の活用

民間組織等と教育委
員会の協議会を設置

そ
の
他

都道府県（４７） ２７ ０ ０ ３ ２４ ４ ０ ３

指定都市（２０） １０ ０ ０ １ ６ ４ ０ ０

中核市（４２） １３ ０ １ １ １１ １ ０ ２

複数の自治体による
広域連携地区(１)

０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

市町村立高等学校を設
置する教育委員会(２) ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

合計（１１２） ５０ ０ １ ５ ４１ ９ ０ ５

【民間組織等との連携】

（教職員課調べ） 130
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出典：文部科学省初等中等教育局教職員課「平成27年度 教員採用等の改善に係る取組事例」（平成27年1月）

都道府県・指定都市教育委員会が求める教員像

○教科等に関する優れた専門性と指導力、広く豊かな教養など
幅広い識見や主体的・自律的に教育活動に当たる姿勢など、専門的知識・技能に裏打ちされた指導力を備えた人

専門的な知識や技能をもち、豊かな教養にあふれた、子供にとって魅力のある人

○教育者としての使命感・責任感・情熱、子供に対する深い愛情など
児童生徒の成長と発達を理解し、悩みや思いを受け止め、支援できる教員

教師の仕事に対する使命感や誇り、子供に対する愛情や責任感などのある人

○豊かな人間性や社会人としての良識、保護者・地域からの信頼など
コミュニケーションを大切にし、協働してよりよい学校や地域社会を築こうとする方

優れた人権感覚と社会人としての良識に富み、子供や保護者との間に深い信頼関係が築ける人

○そのほかに

子供や社会の変化による課題を把握し解決できる人

創造性と積極性があり、常に向上し続けようとする、心身のたくましさをもっている人

高い倫理観をもち、心身ともに健康で、明朗、快活な教員

郷土愛 など
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l.教職員全体と同僚として協力していくこと（N=5,974）

k.対人関係能力、コミュニケーション能力（N=5,972）

j.常識と教養（N=5,970）

i.豊かな人間性や社会性（N=5,965）

h.教材解釈の力（N=5,961）

g.学習指導・授業づくりの力（N=5,948）

f.学級づくり（N=5,955）

e.集団指導の力（N=5,964）

d.児童・生徒指導力（N=5,955）

c.子どもの理解（N=5,972）

b.子どもに対する愛情や責任感（N=5,968）

a.教師の仕事に対する使命感や誇り（N=5,934）

とても充足している やや充足している やや不足している とても不足している

〈初任者教員の資質能力の充足度〉（校長による評価）
ほとんどの項目で「やや不足している」「とても不足している」とする割合が4割を超えており、
校長の初任者教員に対する評価は厳しい

「教員の資質能力向上方策の見直し及び教員免許更新制の効果検証に係る調査集計結果」より

初任者教員に対する評価
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＜管理職に求められる資質能力の充足度 ＞

「教員の資質向上方策の見直し及び教員免許更新制の効果検証に係る調査集計結果」より
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ａ．教育に関する理念や識見(N=13518)

ｂ．学校運営に関する法令等の知識と理解

(N=13520)

ｃ．管理職としての責任感(N=13525)

ｄ．地域や学校の状況・課題を的確に把握する力

(N=13518)

ｅ．状況や課題に応じて必要な対応策を創造する

力(N=13510)

ｆ．地域、保護者とのコミュニケーションを図る力

(N=13517)

ｇ．教職員の意欲を引き出すなどのリーダーシップ

力(N=13523)

ｈ．関係機関等との連携・折衝を行う力(N=13511)

ｉ．組織的、機動的な学校運営を行う力(N=13509)

ｊ．総合的なマネジメント力(N=13500)

ｋ．その他(N=2130)
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・

とても充足している やや充足している やや不足している

とても不足している わからない

（教員による評価） （教育委員会による評価）
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ａ．教育に関する理念や識見(N=1133)

ｂ．学校運営に関する法令等の知識と理解

(N=1132)

ｃ．管理職としての責任感(N=1132)

ｄ．地域や学校の状況・課題を的確に把握する力

(N=1133)

ｅ．状況や課題に応じて必要な対応策を創造する力

(N=1129)

ｆ．地域、保護者とのコミュニケーションを図る力

(N=1134)

ｇ．教職員の意欲を引き出すなどのリーダーシップ

力(N=1134)

ｈ．関係機関等との連携・折衝を行う力(N=1133)

ｉ．組織的、機動的な学校運営を行う力(N=1133)

ｊ．総合的なマネジメント力(N=1133)

ｋ．その他(N=70)

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・

とても充足している やや充足している やや不足している

とても不足している わからない

管理職の資質能力の充足度については、「教職員の意欲を引き出すなどのリーダーシップ力」
「組織的・機動的な学校運営を行う力」「総合的なマネジメント力」が不足していると回答する割合が高い。

管理職に求められる資質能力の充足度
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指導者養成

◎設 立 平成13年4月設立

◎予 算 平成27年度予算 ： 1,392百万円

◎役 職 員 役員4人（うち非常勤２人）､職員39人（平成27年10月現在）

文科省が直接実施してきた研修等を一元的・集中的に実施するため、業務、予算・定員等を移管

⇒

● 「初任者研修」､「１０年経験者研修」など全教員を対象とした法定研修を実施

● センターの研修受講者等が講師となり、地域の実情等に応じた喫緊の重要課題研修を実施 など

自治体の研修実施権者=112
47都道府県、20指定都市、

45中核市

◆地域の中核リーダー養成 ⇒ 学校組織マネジメント、リスクマネジメント、教育法規に基づく適切な学校運営と
【中央研修】 特色ある教育活動を推進できる総合的な経営力を備えた中核リーダーとなる学校管

理職等(校長、副校長、教頭等)を育成
◆喫緊課題の指導者養成 ⇒ いじめ・不登校・非行等の生徒指導、道徳、健康教育や学校安全など、喫緊の重要

【喫緊課題研修】 課題研修の講師等となる指導者を養成

学校教育の機会均等の保障と教育水準の維持等のため、

国と自治体とが、それぞれ適切な役割により、教員の資質能力を向上

独立行政法人「教員研修センター」実施

国＝教育政策上、真に必要な研修を厳選して実施し、地域の中核リーダーや自治体の行う研修の指導者を養成

自治体＝教育センター等において、全教員（約９９万人）に対する研修等を実施

＜「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」（平成25年12月24日閣議決定）（抜粋）＞

【教員研修センター】

教員研修センターについては、間接業務を含む業務の更なる効率化を進めつつ、本法人の機能強化のため、教育委員会、大
学等との連携の更なる推進、研修対象の拡大を平成２６ 年度から実施する。 また、教員養成を行う大学の教員に対する研修に
ついては、その実施に向けて速やかに関係者と協議を行い結論を得る。

独立行政法人教員研修センターの概要
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産業・理科教育教員派遣研修
産業・情報技術等指導者養成研修
産業教育実習助手研修

・学校評価指導者養成研修
・カリキュラム・マネジメント指導者研修

養成研修
・小学校における英語活動等国際理解活動

指導者養成研修

●生徒指導、学校安全などの喫緊の重要
課題の研修の指導者養成（１4研修）

・学校組織マネジメント指導者養成研修
・言語活動指導者養成研修
・道徳教育指導者養成研修
・学校教育の情報化指導者養成研修
・外国人児童生徒等に対する日本語指導

指導者養成研修
・生徒指導指導者養成研修

● 各地域における高度な学校経営力
を備えた学校管理職等を養成

教職員等中央研修
（校長マネジメント研修、副校長・教頭等

研修､中堅教員研修）
英語教育海外派遣研修

喫緊の課題に関する研修等の指導者養成

地域の中核リーダー養成（中央研修）

独立行政法人教員研修センターが実施する研修（平成２７年度）

● 自治体からの委託等により実施
する研修

・人権教育指導者養成研修
・キャリア教育指導者養成研修
・教育相談指導者養成研修
・いじめの問題に関する指導者養成研修
・子供の体力向上指導者養成研修
・健康教育指導者養成研修
・外国語指導助手研修
・教育課題研修指導者海外派遣プログラム
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アメリカ イギリス ドイツ フランス フィンランド 日本

養成機関 ４年制大学（４年間の学士
号取得課程が主流である
が、延長型の５年課程や大
学院課程もある）

高等教育機関の教員養
成課程（３～４年）又は
学士取得者を対象とし
た教職専門課程（１年）

大学の教員養成課程
（３．５年～５年）

高等教員養成学院に
おける修士課程(２年)

大学の教員養成課程
（５年）

大学（４年）における教
員養成が標準

資格試験 有（試験の方法・内容は州
により異なる）

無 有（第一次国家試験又
は修士号取得試験、及
び第二次国家試験）

有（教員採用試験） 無 無

試補勤務 無 無 有（第一次国家試験合
格又は修士号取得後
に１～２年）

無（教員採用試験合格
後、修士課程第２学年
時に非正規公務員とし
て学校で実習）

無 無（１年間の条件附採
用期間と初任者研修を
義務）

免許等 ・州が免許状を発行

・免許状は教育段階別。
（一般に初等教員免許状、
中等教員免許状）

・教育大臣が認定した
養成課程の修了者に正
教員としての資格が与
えられる

・学校種、教科の別はな
い

・第二次国家試験合格
後に州が資格を認定

・学校種類別の資格を
認める州と教育段階別
の資格を認める州があ
る

・修士課程第１学年在
学者を対象に教員採
用試験を実施

・修士号の取得及び実
習を基にした審査によ
り、正規教員の資格授
与

・修士号（初等教育教
員は教育学専攻、中等
教育教員は教 職科目
履修を含む各領域専
攻）が教員免許に相当

・大学での所要単位及
び学士等の資格を得
た者に授与（申請によ
り都道府県教育委員
会が授与）

・学校種、教科別の免
許状で専修、一種、二
種の３種類

教育実習
期間

１２週間以上が２２州（２００
２年。州により異なる。）

４年制養成課程

・・・・３２週間以上

教職専門課程

・・・・１８～２４週間

学士課程（３年）

・・・・１４週間

修士課程（１～２年）

・・・・ ４週間

計 １８週間

（ニーダーザクセン州の
場合。州により異なる。）

観察・指導付き実習

(修士１年対象）

‥・４～６週間

責任実習

（修士２年対象）

‥・課程の半分

約半年間(タンペレ大
学初等教育教員養成
課程の場合。）

幼・小・中学校

・・・・４週間

高等学校

・・・・２週間

諸外国における教員養成・免許制度
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① １０単位以上は学校等での実習とするなど理論と実践を往還させた体系的な教育
課程

② 現職教員学生と学部卒学生が同じ課程で協働しながら学修するカリキュラム
③ 実務家教員と研究者教員のチームティーチングによる授業運営
④ 学校現場での今日的諸課題を題材とした事例研究、討論等を中心とした授業方法

２．教職大学院の特性

３．現状（平成２７年度）

① 設置大学数 ： ２７大学（国立大学２１校、私立大学６校）
② 教員就職率（臨時的任用を含む）【平成２６年３月卒業者】

： ９４．４％（教員養成系修士課程修了者は５５．２％）
③ 入学定員充足率 ： ９８．４％ （前年度より５．９％増）
④ 志願者数 ： １，１８６人 （前年度より１０７人増）
⑤ 入学者数 ： ８７４人 （前年度より１０２人増）

現職教員 ３９０人（４５％）
学部新卒学生等 ４８４人（５５％）

１．教職大学院の目的及び機能

① 学部段階での資質能力を修得した者の中から、さらにより実践的な指導力・展開
力を備え、新しい学校づくりの有力な一員となり得る新人教員の養成

② 現職教員を対象に、地域や学校における指導的役割を果たし得る教員等として
不可欠な確かな指導倫理と優れた実践力・応用力を備えたスクールリーダーの養成

教職大学院（専門職学位課程）制度の概要
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宮崎
(28)

長崎
(38) 大分

福岡教育

(20)佐賀

青森

岡山
(20)

鳥取

広島

島根

山口

香川

鳴門教育

(50)

愛媛

高知

静岡(20)
常葉(20)

神奈川

上越教育

(50)

沖縄

埼玉

山形
(20)

聖徳
(15)

福島

宮城教育

(32)

東京学芸(40)
創価(25)
玉川(20)
帝京(30)

早稲田(60)

岩手

茨城
宇都宮

（15)

秋田

熊本

鹿児島

山梨
(14)

群馬
(16)岐阜

(20)

長野

三重

愛知教育

(50)

滋賀
奈良教育

(20)

京都教育

(60) 富山

福井
(30)

石川

和歌山

大阪教育

(30)

兵庫教育

(100)

北海道教育
(45)

教職大学院
設置都道府県(22)

教職大学院

未設置県(25)

国立大学：21大学（入学定員718人）
私立大学： 6大学（ 同 170人）

合 計 27大学（ 同 888人）
＊22都道府県で設置
大学名の下の（ ）は入学定員

＜25県で未設置＞

教職大学院の設置状況（平成27年度）
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教職大学院修了者の教員就職状況の推移

146
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(人）
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大 学 名 全修了者数
現職教員学生

を除く修了者数(Ａ)
正規採用(Ｂ) 臨時的任用(Ｃ) Ｈ２５年度以前の教員採用試

験合格者（Ｂの内数）

教員就職者計

（Ｂ＋Ｃ ）／Ａ ％

北 海 道 教 育 ４４ ２３ １６ ６ ９ ２２（ ９５．７％）

宮 城 教 育 ２６ １２ ８ ４ １ １２（１００．０ ％）

山 形 ２３ １３ １０ ３ ０ １３（１００．０ ％）

群 馬 １８ ４ ４ ０ １ ４（１００．０ ％）

東 京 学 芸 ３４ １９ １８ １ １３ １９（１００．０ ％）

上 越 教 育 ７４ ３６ ２３ １３ ２ ３６（１００．０ ％）

福 井 ２９ １４ ８ ５ ０ １３（ ９２．９％）

山 梨 １３ ５ ３ ２ ２ ５（１００．０ ％）

岐 阜 １９ ５ ５ ０ ３ ５（１００．０ ％）

静 岡 １９ ４ １ ２ ０ ３（ ７５．０％）

愛 知 教 育 ３３ ２０ １６ ４ ９ ２０（１００．０ ％）

京 都 教 育 ６９ ５４ ３９ １３ １３ ５２（ ９６．３％）

兵 庫 教 育 ７２ ４２ ３２ ５ ８ ３７（ ８８．１％）

奈 良 教 育 １４ １１ ８ ２ ２ １０（ ９０．９％）

岡 山 ２１ １２ ９ ２ ６ １１（ ９１．７％）

鳴 門 教 育 ３９ １１ ６ ５ ２ １１（１００．０ ％）

福 岡 教 育 １８ ９ ７ １ ２ ８（ ８８．９％）

長 崎 ２０ １６ ９ ５ １ １４（ ８７．５％）

宮 崎 ３５ ２１ ７ １０ ５ １７（ ８１．０％）

聖 徳 １１ ４ ４ ０ ０ ４（１００．０ ％）

創 価 ２８ １８ １０ ６ ５ １６（ ８８．９％）

玉 川 １４ ８ ５ ３ ０ ８（１００．０ ％）

帝 京 ２７ １６ １３ ２ ７ １５（ ９３．８ ％）

早 稲 田 ５０ ４３ ３３ ８ ３ ４１（ ９５．３％）

常 葉 １５ ７ ３ ４ ２ ７（１００．０ ％）

計 ７６５ ４２７ ２９７ １０６ ９６ ４０３（ ９４．４％）

（注）Ｈ２６．３修了者（Ｈ２６．９．３０現在）の状況。「Ｈ２５年度以前の教員採用試験合格者」は、入学前又は１年次に公立学校教員採用試験に合格し採用候補者名簿登載延長措置を受けていた者で、Ｈ２６．３に教職大学院を修了し教員に就職した者。

教職大学院別教員就職状況（平成２６年３月修了者（現職教員学生を除く））
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公立学校教員採用選考試験における
大学院在学者・進学者に対する特例（平成27年度）

教職大学院修了予定者に対する特例的な措置

大学院在学や進学を理由にした採用辞退者等に対する次年度以降の特例的な措置

一部試験を免除 新潟県・新潟市・名古屋市

特別選考を実施 福井県・愛知県・大阪府・堺市・豊能地区

採用候補者名簿の

登載期間を延長

34都道府県

北海道・宮城県・秋田県・茨城県・栃木県・群馬県・埼玉県・千葉県・東京都※・神奈川県・

富山県・石川県・山梨県※・岐阜県・静岡県・三重県・滋賀県・京都府・兵庫県・奈良県・

和歌山県・島根県・岡山県・広島県・山口県・徳島県・香川県・愛媛県・高知県・福岡県・

佐賀県・長崎県※・大分県・宮崎県

10指定都市

札幌市・仙台市・さいたま市・千葉市・川崎市・相模原市・京都市・岡山市・広島市・福岡市※

（注）県市名の後ろに※を付した県市は「教職大学院」のみを対象としたもの

出典：文部科学省初等中等教育局教職員課「平成27年度 教員採用等の改善に係る取組事例」（平成27年1月）

一部試験を免除 福井県・岐阜県・滋賀県・神戸市

特別選考を実施 山形県・愛知県・大阪府・福岡県・北九州市・福岡市・豊能地区
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教員の資質能力の向上に関する調査の概要

調査の目的

教員の資質能力の向上の改善方策の検討に資するため、教員の養成・採用・研修全般にわた
る事項について、教育委員会及び大学の意識及び取組状況について調査する。

調査時点

平成２７年４月

全都道府県教育委員会（４７）、全指定都市教育委員会（２０）、全中核市教育委員会（４５）
教職課程（幼小中高特支）を持つ全大学
※回答大学数６３７大学

・国立： ７４ 小学校教員養成課程を有する大学：４９
幼稚園教員養成課程を有する（かつ、小学校教員養成課程は有しない）大学：１
中学校又は高等学校教員養成課程を有する（かつ、幼稚園及び小学校教員養成課程は有しない）大学：２４

・公立： ４５ 小学校教員養成課程を有する大学：４
幼稚園教員養成課程を有する（かつ、小学校教員養成課程は有しない）大学：８
中学校又は高等学校教員養成課程を有する（かつ、幼稚園及び小学校教員養成課程は有しない）大学：３３

・私立：５１８ 小学校教員養成課程を有する大学：１６０
幼稚園教員養成課程を有する（かつ、小学校教員養成課程は有しない）大学：１３５
中学校又は高等学校教員養成課程を有する（かつ、幼稚園及び小学校教員養成課程は有しない）大学：２２３

○計画的な教員育成の状況について ○教育委員会と大学との連携協力の状況について
○教員研修の充実等について ○教職課程における取組について
○教員免許制度について 等

調査の対象

主な調査事項
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到達目標、育成指標、教員スタンダード等の有効性

○教員の養成段階や現職段階における能力の到達目標、育成指標、教員
スタンダードなどを示すことは、教員の資質能力の向上のために有効だと思
いますか。

＜教育委員会の回答＞ ＜大学の回答＞

①有効だと思う, 
295件, 46%

②どちらかというと

有効だと思う, 279
件, 44%

③あまり有効だと

思わない, 35件, 5%

④有効だとは思わ

ない, 4件, 1%
⑤分からない, 

23件, 4%

N=636N=112

①有効だと思う, 
69件, 62%

②どちらかという

と有効だと思う, 
41件, 36%

③あまり有効だ

と思わない, 1件, 
1%

④有効だとは思

わない, 0件, 0% ⑤分からない, 
1件, 1%
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到達目標、育成指標、教員スタンダード等の策定状況①

○教員の養成段階や現職段階における能力の到達目標、育成指標、教員
スタンダードなどを示していますか。

＜教育委員会の回答＞ ＜大学の回答＞

①示している, 282件, 
44%

②示していない, 
355件, 56%

N=637N=112

①示している, 65件, 
58%

②示していない, 
47件, 42%

平成２７年度 「教員の資質能力の向上に関する調査集計結果」より
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到達目標、育成指標、教員スタンダード等の策定状況②

○作成している到達目標、育成指標、教員スタンダードなどは、どの段階の
ものを示していますか。

＜教育委員会の回答＞ ＜大学の回答＞

①教員の養成段階

のみならず、現職段

階も含めた生涯を俯

瞰したもの, 35件, 
12%

②教員の養成段階

のみ, 188件, 66%

③養成段階における

年間計画のみ, 45件, 
16%

④その他, 18件, 6%

N=286N=64

①教員の養成段階

のみならず、現職段

階も含めた生涯を俯

瞰したもの, 10件, 
15%

②教員の現職研修

のみ, 46件, 72%

③研修年間計画

のみ, 3件, 5%

④その他, 5件, 8%
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到達目標、育成指標、教員スタンダード等の策定状況③

○到達目標、育成指標、教員スタンダードなどの作成に当たって、教育委員
会の場合は大学と、大学の場合は教育委員会と相談、意見交換、協議等の
連携を行っていますか。

＜教育委員会の回答＞ ＜大学の回答＞

①連携している, 
55件, 20%

②連携していない, 
224件, 80% N=279N=65

①連携している, 
20件, 31%

②連携していない, 
45件, 69%

平成２７年度 「教員の資質能力の向上に関する調査集計結果」より
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到達目標、育成指標、教員スタンダード等の策定予定①

○現在、到達目標、育成指標、教員スタンダードなどを示していない場合、今
後示す予定はありますか。

＜教育委員会の回答＞ ＜大学の回答＞

N=383N=50

①３年以内に示す

予定, 2件, 4%

②１年以内に示す

予定, 3件, 6%

③予定無し,
27件, 54%

④その他, 
18件, 36%

①３年以内に示す

予定, 98件, 26%

②１年以内に示す

予定, 24件, 6%

③予定無し,
138件, 36%

④その他, 
123件, 32%
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到達目標、育成指標、教員スタンダード等の策定予定②

○今後、到達目標、育成指標、教員スタンダードなどを示す予定である場
合、それらの作成に当たって、教育委員会の場合は大学と、大学の場合は
教育委員会と、相談、意見交換、協議等の連携を行う予定はありますか。

＜教育委員会の回答＞ ＜大学の回答＞

N=177N=15

①連携する予定で

ある, 6件, 40%

②連携する予定は

ない, 6件, 40%

③未定である, 
3件, 20%

①連携する予定で

ある, 64件, 36%

②連携する予定は

ない, 42件, 24%

③未定である,
71件, 40%
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教育委員会と大学との連携の有効性

○教育委員会と大学が連携することは、教員の育成を効果的に行っていくた
めに有効だと思いますか。

＜教育委員会の回答＞ ＜大学の回答＞

①有効だと思

う, 354件, 56%

②どちらかとい

うと有効だと思

う, 226件, 35%

③あまり有効だ

とは思わない, 
30件, 5%

④有効だとは

思わない,
0件, 0%

⑤分からない, 
27件, 4%

N=637N=112

①有効だと思う, 92件, 
82%

②どちらかというと有効だ

と思う, 19件, 17%

③あまり有効だとは思わ

ない, 0件, 0%

④有効だと思わない, 0件, 
0%

⑤分からない, 1件, 1%
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教育委員会と大学との連携の場の設置

○教育委員会の場合は大学と、大学の場合は教育委員会との間に、教員育
成に係る連携の場を設けていますか。

＜教育委員会の回答＞ ＜大学の回答＞

①設けている, 
357件, 56%

②設けていない, 
279件, 44%

①設けている, 
83件, 74%②設けていない, 

29件, 26%

N=636N=112

平成２７年度 「教員の資質能力の向上に関する調査集計結果」より
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教育委員会と大学との連携組織の整備予定①

○教育委員会と大学との間に、教員育成に係る連携の場が設けられていな
い場合、今後、連携組織を整備する予定はありますか。

＜教育委員会の回答＞ ＜大学の回答＞

N=291N=28

①３年以内に整備

する予定, 2件, 7%

②１年以内に整備

する予定, 2件, 7%

③予定無し, 17件, 
61%

④その他, 7件, 25%

①３年以内に整備

する予定, 41件, 
14%

②１年以内に整備

する予定, 12件, 4%

③予定無し, 157件, 
54%

④その他, 81件, 
28%
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教育委員会と大学との連携組織の整備予定②

○今後、連携組織を整備する予定がある場合、具体的にどのような組織とし
て整備する予定ですか。

＜教育委員会の回答＞ ＜大学の回答＞

N=78N=4

①協定等に基づく

連絡協議会等, 2件, 
50%

②協定等には基づ

かない、協議や意

見交換を行う場 ,
1件, 25%

③未定, 1件, 25%

④その他, 0件, 0%

①協定等に基づく

連絡協議会等, 
26件, 33%

②協定等には基づ

かない、協議や意

見交換を行う場, 
26件, 33%

③未定, 24件, 31%

④その他, 2件, 3%

平成２７年度 「教員の資質能力の向上に関する調査集計結果」より
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初任者研修の実施方式

○初任者研修について、どのような方式で実施していますか。

＜小学校教諭＞

N=111

＜中学校教諭＞ ＜高等学校教諭＞

①拠点校方式, 
22件, 20%

②拠点校方式と

自校方式の併

用, 84件, 75%

③自校方式, 
3件, 3%

④その他, 2件, 
2%

①拠点校方式, 
24件, 21%

②拠点校方式と

自校方式の併

用, 82件, 73%

③自校方式, 
4件, 4%

④その他, 
2件, 2%

①拠点校方

式, 0件, 0%

②拠点校方式と

自校方式の併

用, 6件, 7%

③自校方式, 66
件, 78%

④その他, 13件, 
15%

N=112 N=85
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初任者への指導体制

○初任者研修中の初任者について、どのような体制で指導を受けています
か。

＜小学校教諭＞

N=112

＜中学校教諭＞ ＜高等学校教諭＞

N=111 N=82

①初任者は原則と

して学級担任を持

たず、学級副担任

等として指導教員

の指導を受ける, 1
件, 1%

②初任者は原則と

して学級担任を受

け持ちながら、指導

教員の指導を受け

る, 84件, 75%

③その他, 27件, 
24%

①初任者は原則として

学級担任を持たず、学

級副担任等として指導

教員の指導を受ける, 
12件, 11%

②初任者は原則として

学級担任を受け持ち

ながら、指導教員の指

導を受ける, 51件, 46%

③その他, 48件, 43%

①初任者は原則として学

級担任を持たず、学級副

担任等として指導教員の

指導を受ける, 39件, 48%

②初任者は原則として学

級担任を受け持ちながら、

指導教員の指導を受ける, 
11件, 13%

③その他, 32件, 39%
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初任者研修における課題

○初任者研修において特に課題だと思うものは何ですか。

＜小学校教諭＞

N=112

＜中学校教諭＞ ＜高等学校教諭＞

N=112 N=85

8

20

24

33

35

37

42

46

60

0 20 40 60

その他

初任者研修の指導時間の不足

指導教員が適切に指導を行うための研

修会や講習会等の実施

指導教員の育成に係るマニュアルやプ

ログラム等の整備

指導教員の定数が不足

初任者のスケジュール調整が困難

初任者の負担が大きい

指導教員としての役割を果たすことので

きる能力のある人材の確保が困難

代替非常勤講師の確保が困難

13

20

24

32

36

37

43

51

59

0 20 40 60

その他

初任者研修の指導時間の不足

指導教員が適切に指導を行うための

研修会や講習会等の実施

指導教員の育成に係るマニュアルやプ

ログラム等の整備

初任者のスケジュール調整が困難

指導教員の定数が不足

初任者の負担が大きい

指導教員としての役割を果たすことの

できる能力のある人材の確保が困難

代替非常勤講師の確保が困難

15

14

16

16

18

18

21

22

28

0 5 10 15 20 25 30

その他

初任者研修の指導時間の不足

初任者の負担が大きい

指導教員が適切に指導を行うための研

修会や講習会等の実施

指導教員の育成に係るマニュアルやプ

ログラム等の整備

指導教員の定数が不足

初任者のスケジュール調整が困難

指導教員としての役割を果たすことので

きる能力のある人材の確保が困難

代替非常勤講師の確保が困難
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初任者研修における自校方式と拠点校方式との比較

○初任者研修の実施方式として、自校方式と拠点校方式のどちらが優れて
いると思いますか。

＜小学校教諭＞

N=92

＜中学校教諭＞ ＜高等学校教諭＞

N=90 N=72

①自校方式の方が拠

点校方式に比較して

優れている, 20件, 
22%

②変わらない, 46件, 
50%

③自校方式の方が拠

点校方式に比較して

劣っている, 26件, 
28%

①自校方式の方が

拠点校方式に比較し

て優れている, 21件, 
23%

②変わらない, 45件, 
50%

③自校方式の方が

拠点校方式に比較し

て劣っている, 24件, 
27%

①自校方式の方が

拠点校方式に比較

して優れている, 41
件, 58%

②変わらない, 27
件, 39%

③自校方式の方が

拠点校方式に比較

して劣っている, 2
件, 3%
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自校方式への変更について

○初任者研修の実施体制を、原則として拠点校方式から自校方式に変更す
ることについて、どのように考えますか。

＜小学校教諭＞

N=112

＜中学校教諭＞ ＜高等学校教諭＞

N=110 N=73

①賛成, 17件, 15%

②条件付きで賛成, 
24件, 22%

③どちらともいえな

い, 35件, 31%

④反対, 36件, 32% ①賛成, 16件, 14%

②条件付きで賛成, 22
件, 20%

③どちらともいえない, 
35件, 32%

④反対, 37件, 34% ①賛成, 36件, 49%

②条件付きで賛成, 7
件, 10%

③どちらともいえな

い, 26件, 36%

④反対, 4件, 5%

157

平成２７年度 「教員の資質能力の向上に関する調査集計結果」より

初任者が学級担任を持つことについて

○初任者研修中の初任者が学級担任を持つ場合と、担任を持たない場合の
どちらが優れていると思いますか。

＜小学校教諭＞

N=112

＜中学校教諭＞ ＜高等学校教諭＞

N=110 N=72

①担任を持つ方

法が担任を持た

ない方法に比較し

て優れている, 76
件, 68%②変わらない, 29

件, 26%

③担任を持つ方

法が担任を持た

ない方法に比較し

て劣っている, 7
件, 6%

①担任を持つ方法が

担任を持たない方法に

比較して優れている, 
51件, 47%

②変わらない, 40件, 
36%

③担任を持つ方法が

担任を持たない方法に

比較して劣っている, 19
件, 17%

①担任を持つ方法が

担任を持たない方法

に比較して優れてい

る, 15件, 21%

②変わらない, 22件, 
30%

③担任を持つ方法が

担任を持たない方法

に比較して劣ってい

る, 35件, 49%
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初任者研修の校内研修の実施状況

○初任者研修の校内研修の実施状況について、お答えください。

＜小学校教諭＞

N=112

＜中学校教諭＞ ＜高等学校教諭＞

N=112 N=74

①年間１００時間

未満, 1件, 1%

②年間１００時間

以上～２００時間

未満, 52件, 46%

③年間２００時間

以上～３００時間

未満, 30件, 27%

④年間３００時間

以上, 29件, 26%

①年間１００時間

未満, 1件, 1%

②年間１００時間

以上～２００時間

未満, 52件, 46%

③年間２００時間

以上～３００時間

未満, 30件, 27%

④年間３００時間

以上, 29件, 26%

①年間１００時間

未満, 1件, 1%

②年間１００時間

以上～２００時間

未満, 39件, 53%

③年間２００時間

以上～３００時間

未満, 16件, 22%

④年間３００時間

以上, 18件, 24%
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初任者研修の校外研修の実施状況

○初任者研修の校外研修の実施状況について、お答えください。

＜小学校教諭＞

N=112

＜中学校教諭＞ ＜高等学校教諭＞

N=112 N=74

①年間１０日未

満, 3件, 3%

②年間１０日以

上～２０日未満, 

45件, 40%

③年間２０日以

上～３０日未満, 

63件, 56%

④年間３０日以

上, 1件, 1%
①年間１０日未

満, 3件, 3%

②年間１０日以

上～２０日未満, 

45件, 40%

③年間２０日以

上～３０日未満, 

63件, 56%

④年間３０日以

上, 1件, 1%
①年間１０日未

満, 1件, 1%

②年間１０日以

上～２０日未満, 

31件, 42%

③年間２０日以

上～３０日未満, 

42件, 57%

④年間３０日以

上, 0件, 0%
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